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事業 補助対象等 対象経費 

基準額 
(支援の単位当た
り年額。ただし、２
の項(２)のイ、ウ
及び８の項を除
き、事業実施月数
(１月に満たない
端数を生じたとき
は、これを１月と
する。)が１２月に
満たない場合に
は、算出された額
に「事業実施月数
÷１２」を乗じて
得た額(１円未満
切り捨て)とす
る。) 

１
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業 

(１) 原則、高松市社会福祉施設等の人員、設備、運営等の

基準等に関する条例（平成２４年高松市条例第８５号。以

下「設備運営基準条例」という。）どおり放課後児童支援員

（常勤職員に限る。）を２名以上配置した場合 

ア 年間開所日数が２５０日以上の放課後児童健全育成事

業所 

（ア） 基本額 

a 構成する児童の数が１人～１９人の支援の単位(た

だし、１人～９人の支援の単位に対する補助につい

ては、山間地、漁業集落、へき地若しくは離島で実

施している場合又は当該放課後児童健全育成事業を

実施する必要があるとこども家庭庁長官が認める場

合に限る。) 

 

ｂ 構成する児童の数が２０人～３５人の支援の単位 

 

 

 

 

 

ｃ 構成する児童の数が３６人～４５人の支援の単位 

 

ｄ 構成する児童の数が４６人～７０人の支援の単位 

 

 

 

 

 

ｅ 構成する児童の数が７１人以上の支援の単位 

放課後児

童健全育

成事業の

実施に必

要な経費

（飲食物

費 を 除

く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,615,000 円－

(19 人－支援の

単位を構成する

児 童 の 数 ) ×

30,000円 

 

 

6,939,000 円－

（36人－支援 

の単位を構成す

る児童の数）×

27,000円 

 

6,939,000円 

 

6,939,000 円－

（支援の単位を

構成する児童の

数－ 45 人）×

85,000円 

 

4,740,000円 

高松市放課後児童健全育成事業費（運営費）補助金基準額表 
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（イ） 開所日数加算額（開所日数に応じて、（ア）の a

からｅまでのいずれかにより算出された額に加算す

る額） 

 

（ア）の a からｅまでのいずれかに該当する放課

後児童健全育成事業所であって、次のａ及びｂの条

件を満たすもの 

ａ ２５０日を超えて開所するもの 

ｂ 原則として１日８時間以上開所するもの 

 

（ウ） 長期休暇支援加算額（長期休暇中（小学校の授

業の休業日（日曜日、土曜日、国民の祝日に関する

法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日

その他高松市教育委員会が指定する日を除く。）をい

う。以下同じ。）に支援の単位を新たに設けて運営す

る等の場合に、（ア）のａからｅまでのいずれかによ

り算出された額に加算する額） 

 

（ア）のａからｅまでのいずれかに該当する放課

後児童健全育成事業所が長期休暇中に支援の単位を

新たに設けて運営する等の場合 

 

 

 

 

（エ） 長時間開所加算額（（ア）のａからｅまでのいず

れかにより算出された額に加算する額） 

 

（ア）のａからｅまでのいずれかに該当する放課

後児童健全育成事業所であって、次のａ又はｂに掲

げる区分に応じ、当該各号に定める条件を満たすも

の 

 

ａ 平日分 平日（小学校の授業の休業日以外の日を

いう。以下同じ。）に１８時半を超えて開所すること。 

 

  

 

 

 

(年間開所日数

－ 250 日 ) ×

28,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期休暇中に支

援の単位を新た

に設けて運営す

る等の場合の当

該 開所日 数×

28,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 日にお ける

「18 時半を超え

る時間」の年間

平 均時間 数×

720,000円  

 

ｂ 長期休暇等分 長期休暇期間等（小学校の授業の

休業日をいう。）に１日８時間を超えて開所するこ

と。 

 

  

「１日８時間を

超える時間」の

年間平均時間数

×324,000円 
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イ 年間開所日数が２００日～２４９日の放課後児童健全

育成事業所 

  

 

（ア） 基本額 

ａ 構成する児童の数が２０人以上の支援の単位 

 

ｂ 構成する児童の数が 1 人～１９人の支援の単位

（ただし、１人～９人の支援の単位に対する補助に

ついては、山間地、漁業集落、へき地若しくは離島

で実施している場合又は当該放課後児童健全育成事

業を実施する必要があるとこども家庭庁長官が認め

る場合に限る。） 

 

（イ） 長期休暇支援加算額（長期休暇中に支援の単位

を新たに設けて運営する等の場合に、（ア）のａ又は

ｂに定める額に加算する額） 

 

（ア）のａ又はｂのいずれかに該当する放課後児

童健全育成事業所が長期休暇中に支援の単位を新た

に設けて運営する等の場合 

 

  

4,802,000円 

 

3,327,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期休暇中に支

援の単位を新た

に運営する等の

場合の当該開所

す る 日 数 ×

28,000円 

  

（ウ） 長時間開所加算額（平日分）（（ア）のａ又はｂ

に定める額に加算する額） 

 

（ア）のａ又はｂのいずれかに該当する放課後健

全育成事業所が、平日において、１８時半を超えて

開所する場合 

 

  

 

 

平 日にお ける 

「18 時半を超え

る時間」の年間

平 均時間 数×

720,000円 

 

 

(２) 原則、設備運営基準条例どおり放課後児童支援員、補

助員（以下「放課後児童支援員等」という。）を配置した場

合 

ア 年間開所日数が２５０日以上の放課後児童健全育成事

業所 

（ア） 基本額 

ａ 構成する児童の数が１人～１９人の支援の単位

(ただし、１人～９人の支援の単位に対する補助につ

いては、山間地、漁業集落、へき地若しくは離島で

実施している場合又は当該放課後児童健全育成事業

を実施する必要があるとこども家庭庁長官が認める 

  

 

 

 

 

 

2,794,000 円－

(19 人－支援の

単位を構成する

児 童 の 数 ) ×

30,000円 
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場合に限る。） 

 

ｂ 構成する児童の数が２０人～３５人の支援の単位 

 

 

 

 

 

ｃ 構成する児童の数が３６人～４５人の支援の単位 

 

ｄ 構成する児童の数が４６人～７０人の支援の単位 

 

 

 

 

 

ｅ 構成する児童の数が７１人以上の支援の単位 

 

（イ） 開所日数加算額（開所日数に応じて、(ア)の aか

らｅまでのいずれかにより算出された額に加算する

額） 

 

（ア）の a からｅまでのいずれかに該当する放課

後児童健全育成事業所であって、次のａ及びｂの条

件を満たすもの 

ａ ２５０日を超えて開所するもの 

ｂ 原則として１日８時間以上開所するもの 

 

（ウ） 長期休暇支援加算額（長期休暇中に支援の単位

を新たに設けて運営する等の場合に、（ア）のａから

ｅまでのいずれかにより算出された額に加算する

額） 

 

（ア）のａからｅまでのいずれかに該当する放課

後児童健全育成事業所が長期休暇中に支援の単位を

新たに設けて運営する等の場合 

 

 

 

（エ） 長時間開所加算額（（ア）のａからｅまでのいず

れかにより算出された額に加算する額） 

 

（ア）のａからｅまでのいずれかに該当する放課 

  

 

5,117,000 円－

（36人－支援 

の単位を構成す

る児童の数）×

27,000円 

 

5,117,000円 

 

5,117,000 円－

（支援の単位を

構成する児童の

数－ 45 人）×

85,000円 

 

2,917,000円 

 

 

 

 

 

(年間開所日数

－ 250 日 ) ×

21,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期休暇中に支

援の単位を新た

に設けて運営す

る等の場合の当

該 開所日 数×

21,000円 
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後児童健全育成事業所であって、次のａ又はｂに掲

げる区分に応じ、当該各号に定める条件を満たすも

の 

 

ａ 平日分 平日（小学校の授業の休業日以外の日

をいう。以下同じ。）に１８時半を超えて開所する

こと。 

 

 

 

ｂ 長期休暇等分 長期休暇期間等（小学校の授業

の休業日をいう。）に１日８時間を超えて開所する

こと。 

  

 

 

 

平 日にお ける

「18 時半を超え

る時間」の年間

平 均時間 数×

449,000円 

 

「１日８時間を

超える時間」の

年間平均時間数

×202,000円 

 

 

イ 年間開所日数が２００日～２４９日の放課後児童健全

育成事業所 

(ア) 基本額 

ａ 構成する児童の数が２０人以上の支援の単位 

 

ｂ 構成する児童の数が 1 人～１９人の支援の単位

（ただし、１人～９人の支援の単位に対する補助に

ついては、山間地、漁業集落、へき地若しくは離島

で実施している場合又は当該放課後児童健全育成事

業を実施する必要があるとこども家庭庁長官が認め

る場合に限る。） 

 

(イ） 長期休暇支援加算額（長期休暇中に支援の単位を

新たに設けて運営する等の場合に、（ア）のａ又はｂ

に定める額に加算する額） 

 

（ア）のａ又はｂのいずれかに該当する放課後児

童健全育成事業所が長期休暇中に支援の単位を新た

に設けて運営する等の場合 

 

 

 

 

(ウ) 長時間開所加算額（平日分）（（ア）のａ又はｂに

定める額に加算する額） 

 

（ア）のａ又はｂのいずれかに該当する放課後健

全育成事業所が、平日において、１８時半を超え

て開所する場合 

 

 

 

3,356,000円 

 

1,881,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期休暇中に支

援の単位を新た

に運営する等の

場合の当該開所

す る 日 数 ×

21,000円 

 

 

 

 

平 日にお ける 

「18 時半を超え

る時間」の年間 
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 平 均時間 数×

449,000円 

 

（３） 年間開所日数が２００日以上の放課後児童健全育成

事業所（年間平均登録児童数が１日当たり５人以上９人

以下にものに限る。ただし(１)ア（ア）ａ、（１）イ（ア）

ｂ、（２）ア（ア）ａ又は (２)イ（ア）ｂに該当するも

のを除く。） 

 

1,315,000円 

２
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
支
援
事
業 

(

１)

障
害
児
受
入
推
進
事
業 

障害児（療育手帳、身体障害者手帳等を所持する児童、特

別児童扶養手当証書を所持する児童又は手帳等を所持してい

ない場合であっても、医師、児童相談所、発達障害児支援セ

ンター等公的機関の意見等によりこれらの児童と同等の障害

を有していると認められる児童をいう。以下同じ。）を受け入

れるために必要な専門的知識等を有する放課後児童支援員等

を配置する事業所 

 

ア １の項（１）又は（２）に該当する事業所（以下「国

補助事業所」という。）であって、次のいずれにも該当す

るもの 

 

(ア) 年間を通じておおむね１人以上の障害児を受け入

れていること。 

(イ) 障害児を直接担当させるために、障害児に関する

研修を受講した者又は専門的知識等を有する者を雇用

し、配置していること。 

 

イ １の項(３)に該当する事業所（以下「市補助事業所」

という。）であって、アの(ア)及び(イ)のいずれにも該当

するもの 

 

放課後児

童クラブ

支援事業

の実施に

必要な経 

費（ただ

し、放課

後児童ク

ラブ送迎

支援事業

における

送迎を行

うための

バス等車

両に係る

経費につ

いては、

燃料費に

限 る 。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,232,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

462,000円 

 

 (

２)

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
運
営
支
援
事 

放課後児童健全育成事業の量的拡充を図り、待機児童の解

消を図るため、待機児童が存在している地域等において、学

校敷地外の民家、アパート等を活用して、放課後児童健全育

成事業を新たに実施する事業所 

ア 賃借料補助（学校敷地外の民家、アパート等を活用し

て、平成２７年度以降に新たに放課後児童健全育成事業

を実施した、又は実施する場合に必要な賃借料（開所前

月分の賃借料及び礼金を含み、所有権移転の条項が附さ

れている賃貸借契約に係る費用は除く。）に係る補助) 

  

 

業  

（ア） 国補助事業所であって、次のいずれにも該当す

るもの 

  

3,374,000円 
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ａ 待機児童が既に存在している、又は当該放課後児

童健全育成事業を実施しなければ、待機児童が発生

する可能性がある状況にあること。 

ｂ 当該事業について、他の国庫補助を受けていない、

又は受けないこと。 

ｃ  平成２７年度以降に新たに実施した、又は実施す

る放課後児童健全育成事業であること（既に民家、

アパート等を活用して放課後児童健全育成事業を実

施している場合であって、児童の数の増加に伴い、

実施場所を移転し、支援の単位を分けて対応するた

めの賃借など、新たな受け皿の確保を図るものを含

む。）。 

 

(イ) 市補助事業所であって、ア(ア)のａから cまで 

のいずれにも該当するもの 

 

イ 移転関連費用補助（学校敷地外の民家、アパート等を

活用し、放課後児童健全育成事業を実施している事業所

を、児童の数の増加に伴い、より広い実施場所に移転さ

せることで受入児童数を増やす場合や、防災対策として

より耐震性の高い建物に移転する等の場合に、その移転

に要する経費(移転前の実施場所に係る原状回復費を含

む。)に係る補助） 

(ア) 国補助事業所であって、ア(ア)のａ及びｂのいず

れにも該当するもの  

 

(イ) 市補助事業所であって、ア(ア)のａ及びｂのいず 

れにも該当するもの 

 

ウ 土地借料補助（学校敷地外の土地を活用して、新たに

放課後児童健全育成事業を実施する際に必要な土地借料

に係る補助） 

 

(ア) 国補助事業所であって、次のいずれにも該当する

もの 

ａ ア(ア)のａ及びｂのいずれにも該当すること。 

ｂ 当該事業を実施する者が社会福祉法人、学校法人、

公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、一般

財団法人及びその他児童福祉法第３４条の８第２項 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

705,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,500,000円 

 

 

523,000円 

 

 

 

 

 

 

6,100,000円 

  

に基づき事業を実施する市が認めた法人でないこ

と。 

ｃ 当該事業を実施する初年度に係る経費であること

（児童の数の増加に伴い、実施場所を移転し、支援

の単位を増やすための土地の貸借に必要な経費等、 
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新たに受け皿の確保を図るものを含む。）。 

 

(イ) 市補助事業所であって、ウ(ア)のａ及びｂのいず

れにも該当するもの 

 

   

 

  

1,277,000円 

 (

３)

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
送
迎
支
援
事
業 

 

放課後児童健全育成事業を学校敷地外で実施し、児童の安

全・安心を確保するため、授業終了後に学校から当該放課後

児童健全育成事業所への移動時又は当該事業所からの帰宅時

に送迎を行う事業所 

 

ア 国補助事業所であって、他の国庫補助を受けていない、

又は受けないもの 

 

イ 市補助事業所であって、他の国庫補助を受けていない、

又は受けないもの 

 

  

 

 

 

 

1,163,000円 

 

 

234,000円 

３
放
課
後
児
童
支
援
員
等
処
遇
改
善
事
業 

(１) 家庭、学校等との連絡及び情報交換等の育成支援に従

事する職員を配置する事業所（(２)に該当するものを除

く。） 

 

 ア 国補助事業所であって、次のいずれにも該当するも   

の 

  (ア) 平日に、１８時３０分を超えて開所する、又は開

所していること。 

(イ) 長期休暇期間に、１日８時間以上開所する、又は

開所していること。 

  (ウ) 年間２５０日以上開所すること。 

(エ) 平成２５年度の当該事業所に従事する職員の賃金

（退職手当を除く。）に対する改善を行っていること。 

 

イ 市補助事業所であって、アの(ア)から(エ)までのいず

れにも該当するもの 

 

放課後児

童支援員

等処遇改

善等事業

の実施に

必要な経

費（給料、

職員手当

（時間外

勤 務 手

当、期末

勤 勉 手

当、通勤

手当）、共

済費（社

会保 

険 料 ）、 

 

 

 

 

1,829,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

380,000円 

(２) (１)に規定する職員に加え、地域との連携・協力等 

の育成支援に従事する常勤職員を配置する事業所 

 

ア 国補助事業所であって、次のいずれにも該当するも 

 の 

(ア) (１)アの(ア)から(エ)までのいずれにも該当する 

賃金、委

託料及び

補助金） 

 

 

 

3,330,000円 

こと。 

(イ) 配置する職員は補助事業者と雇用契約を締結し

て、当該事業所において定める運営規程に記載されて

いる「開所している日及び時間」に従事している職員

（嘱託職員等の非常勤職員を除く。）であること。 
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イ 市補助事業所であって、アの(ア)及び(イ)のいずれに

も該当するもの 

 

  

694,000円 

４
障
害
児
受
入
強
化
推
進
事
業 

(１) ２の項(１)ア(イ)に規定する者に加えて、障害児を受

け入れるための専門的知識等を有する放課後児童支援員等

を障害児の数に応じて１人以上配置する事業所 

 

ア 国補助事業所であって、次のいずれにも該当するも      

 の 

（ア) 年間を通じておおむね３人以上の障害児((２)に

規定する看護職員等を配置する場合は、(２)に規定

する医療的ケア児を除く。)を受け入れていること。 

（イ) 障害児を直接担当させるために、障害児に関する

研修を受講した者又は専門的知識等を有する者を２

の項(１)ア(イ)に規定する者に加えて、障害児の数

に応じて１人以上雇用し、配置すること。  

障害児受

入強化推

進事業の

実施に必

要な経費 

（ た だ

し、送迎

を行うた

めのバス

等車両に

係る経費

について

は、燃料

費 に 限

る。） 

 

障害児を３人以

上５人以下受け

入れる場合 

2,232,000円 

 

障害児を６人以

上８人以下受け

入れる場合 

(１)職員を１人

配置 

2,232,000円 

(２)職員を２人

以上配置 

4,464,000円 

 

障害児を９人以

上受け入れる場

合 

(１)職員を１人

配置 

2,232,000円 

(２)職員を２人

配置 

4,464,000円 

(２)職員を３人

以上配置 

6,696,000円 

  

 イ 市補助事業所であって、(１)ア(ア)及び(イ)のいず

れにも該当するもの 

461,000円 

 

 

(２) 医療的ケア児(人工呼吸器を装着している障害児その

他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児

をいう。以下同じ。）を受け入れる事業所 

 

ア 医療的ケア児を受け入れるために必要な看護師、准看 
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護師、保健師、助産師又は医療的ケア児受入のための専門 

的知識を有する者(以下「看護職員等」という。)を配置す

る事業所 

（ア) １の項(１)又は(２)に該当する放課後児童健全

育成事業所 

（イ) 市補助事業所 

  

 

 

4,061,000円 

 

846,000円  

 

イ 看護職員等による付き添いや看護職員等が乗車しバス

等による送迎を行う事業所 

(ア) １の項(１)又は(２)に該当する放課後児童健全育

成事業所 

(イ) 市補助事業所 

  

 

 

1,353,000円 

 

274,000円 

５
小
規
模
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
支
援
事
業 

一の支援の単位を構成する児童の数が１９人以下の小規模

な放課後児童健全育成事業所であって、複数の放課後児童支

援員を配置する事業所 

 

 (１) １の項(１)ア（ア）ａ、（１）イ（ア）ｂ、（２）ア

（ア）ａ又は(２)イ（ア）ｂに該当する放課後児童健全

育成事業所 

 

(２) 市補助事業所 

 

※ 補助の対象経費は、２人目以降の放課後児童支援員に 

係る人件費に限り、それ以外の運営に係る経費(１人 

目の人件費等)については、１の項(１)ア（ア）、（１）イ（ア）、

(２)ア（ア）、（２）イ（ア）及び(３)に規定する補助の対

象とする。 

 

小規模放

課後児童

クラブ支

援事業の

実施に必

要な経費 

 

 

 

 

 

697,000円 

 

 

 

142,000円 

６
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
育
成
支
援
体
制
強
化
事
業 

遊び及び生活の場の清掃等の運営に関わる業務や児童が学

習活動を自主的に行える環境整備の補助等、育成支援の周辺

業務を行う職員(以下「運営事務等を行う職員」という。)を

配置する事業所 

 

（１） １の項(１)又は(２)に該当する放課後児童健全育成

事業所 

 

(２) 市補助事業所 

 

※ 補助の経費は、実施要綱別添１の５の(１)に基づく職員

体制に加えて配置した運営事務等を行う職員に係る人件

費、、運営事務等を行う職員の業務を外部委託することによ 

放課後児

童クラブ

育成支援

体制強化

事業の実

施に必要

な 経 費 

 

 

 

 

 

 

1,568,000円 

 

 

321,000円 
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り支出した委託費等とする。 

 

  

７
放
課
後
児
童
支
援
員
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
処
遇
改
善
事
業 

放課後児童支援員に対し、経験年数や研修実績等に応じた

階段的な賃金への改善の仕組を設けることを目指す又は設け

ている事業所 

 

（１） 放課後児童支援員((２)及び(３)に該当する者を除 

放課後児

童支援員

キャリア

アップ処 

遇改善事 

※１支援の単位

当たりの基準額

は、919,000円を

上限とする。 

く。)を配置している放課後児童健全育成事業所 

 

ア 国補助事業所であって、次のいずれにも該当するも

の 

(ア) 平成２８年度の当該放課後児童健全育成事業所

に従事する放課後児童支援員の賃金に対する改善が

行われていること。 

 (イ) 放課後児童支援員の賃金改善の全部又は一部

が、基本給（月給等決まって毎月支払われる手当）

により行われていること。 

 

イ 市補助事業所であって、ア(ア)及び(イ)のいずれに

も該当するもの 

 

(２) 経験年数がおおむね５年以上の放課後児童支援員

で、一定の研修を受講した者（(３)に該当する者を除く。）

を配置している放課後児童健全育成事業所 

 

ア 国補助事業所であって、次のいずれにも該当する   

もの 

(ア) (１)アの(ア)及び(イ)のいずれにも該当するこ

と。 

(イ)  配置する放課後児童支援員の経験年数はおお

むね５年以上であること。 

(ウ) 配置する放課後児童支援員は都道府県又は市町

村が実施する放課後児童支援員等資質向上事業に基

づく研修又は同程度の研修で、市が適当と認める研

修を受講した者であること。 

 

イ 市補助事業所であって、(２)アの(ア)から(ウ)まで

のいずれにも該当するもの 

 

(３) 経験年数がおおむね１０年以上の放課後児童支援員

で、事業所長（マネジメント）的立場にある者を配置し

ている放課後児童健全育成事業所 

 

 

業の実施

に必要な

経費（給

料、職員

手当（時

間外勤務

手当、期

末勤勉手

当、通勤

手当）、共

済費（社

会 保 険

料 ）、 賃

金、委託

料及び補

助 金 ） 

 

 

対象職員の人数

×131,000円 

 

 

 

 

 

 

 

対象職員の人数

×25,000円 

 

 

 

 

 

対象職員の人数

×263,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象職員の人数

×52,000円 
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ア 国補助事業所であって、次のいずれにも該当するも

の 

 

(ア) (１)アの(ア)及び(イ)のいずれにも該当するこ

と。 

(イ) 配置する放課後児童支援員の経験年数はおおむ

ね１０年以上であること。 

(ウ) 配置する放課後児童支援員は(２)アの(ウ)の研 

 対象職員の人数

×394,000円 

 

修を受講した者であること。 

（エ） 配置する放課後児童支援員は事業所長的立場に 

  

 

ある者であること。 

 

イ 市補助事業所であって、ア(ア)から(エ)までのいず

れにも該当するもの 

 

  

 

対象職員の人数

×80,000円 

８
放
課
後
児
童
支
援
員
等
処
遇
改
善
事
業
（
月
額
９
，
０
０
０
円
相
当
賃
金
改
善
） 

賃上げ効果が継続される取組みを行うことを前提として、

放課後児童クラブにおける放課後児童支援員や補助員等の職

員（非常勤職員を含み、経営に携わる法人の役員である職員

を除く。）に対する３％程度（月額 9,000円相当）の賃金改善

(※)を実施する事業所 

 

 

※ 賃金改善とは、本事業の実施により、職員につい

て、雇用形態、職種、勤続年数、職責等が事業実施年

度と同等の条件の下で、令和４年１月の賃金水準を

超えて、賃金を引き上げることをいう。（３の項及び

７の項における賃金改善額及び支払賃金額には含め

ない。） 

放課後児

童支援員

等処遇改

善事業(月

額9,000円

相当賃金

改善)の実

施に必要

な 経 費 

11,000 円×賃金

改 善対象 者数

(※)×事業実施

月数 

 

※ 「賃金改善

対象者数」とは、

賃金改善を行う

常勤職員数に、

１ヵ月当たりの

勤務時間数を就

業規則等で定め

た常勤の１ヵ月

当たりの勤務時

間数で除した非

常勤職員数（常

勤換算）を加え

たものをいう。

賃金改善対象者

については、当

該 年度に おい

て、賃金改善が

行われている又

は、賃金改善を

行う見込みの職

員数により算出

する。 

ただし、新規採

用等により、賃 
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  金改善対象者数

の増加が見込ま

れる場合には、

適宜賃金改善対

象 者数に 反映

し、算出する。 

なお、補助基準

単価には、当該

賃金改善に伴い

増加する法定福

利費等の事業主

負担分を含んで

いる。  

   

 


